
証券コード：2602

第 148 回

定時株主総会
招 集 ご 通 知
日時

2020年６月23日（火曜日）
午前10時（受付開始時刻：午前9時）

決議
事項

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　補欠監査役１名選任の件

場所
ホテル イースト21東京
１階「イースト21ホール」
東京都江東区東陽六丁目３番３号
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新型コロナウイルス感染症対策のため、座
席の間隔を広げており、ご用意できる席数
が限られております。当日ご来場いただい
ても入場をお断りする場合がございますの
で、可能な限り書面・インターネット等に
よる議決権の事前行使をご活用ください。
例年お渡ししているお土産はご用意してお
りません。何卒ご理解賜りますようお願い
申しあげます。
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第148回定時株主総会招集ご通知

株 主 各 位

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第148回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、時節柄、株主の皆様には株主総会当日のご来場をお控えいただき、可能な限り事前に議決権を行
使いただきたく、お願いいたします。

　【事前の議決権行使の期限】
　　郵送の場合 2020年６月22日（月曜日）午後５時30分到着分まで
　　電磁的方法（インターネット等）の場合 2020年６月22日（月曜日）午後５時30分入力分まで
 敬　具

証券コード   2602
2020年６月２日

東 京 都 中 央 区 新 川 一 丁 目 2 3 番 １ 号

代 表 取 締 役 社 長 　 久 野 貴 久

記

  2020年６月23日（火曜日）午前10時
  東京都江東区東陽六丁目３番３号　ホテル イースト21東京　１階「イースト21ホール」

 　報告事項 １.  第148期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告の内容、 
連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査
結果の報告の件

  ２.  第148期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類の内容 
報告の件

 　決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
  第２号議案　取締役９名選任の件
  第３号議案　監査役１名選任の件
  第４号議案　補欠監査役１名選任の件

日　時
場　所

目的事項
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議決権行使のご案内

⃝ 本招集ご通知の添付書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」および計算書類の「株主資本等変動
計算書」、「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第17条の規定に基づき、インターネットの当社ウェブサイトに掲載し
ておりますので、本招集ご通知には記載していません。
監査役および会計監査人が監査した連結計算書類および計算書類は、本招集ご通知に記載の各書類と当社ウェブサイトに掲載してお
ります「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」および「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」とで構成されています。

⃝ 添付書類および株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネットの当社ウェブサイトにおいて、修正後の事項
を掲載させていただきます。

❖株主総会へご出席の場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、この「招集ご通知」をお持ち
くださいますようお願い申しあげます。ただし、新型コロナウイルス感染症対策により、会
場の座席間隔を広く確保するため、座席数を大幅に減らしております。そのため、入場いた
だけない場合がございますことを予めご了承いただきたくお願いいたします。

日　　時： 2020年６月23日（火曜日）午前10時

議決権行使書

招集ご通知

❖書面による議決権の行使の場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、ご返送ください。

行使期限： 2020年６月22日（月曜日）午後５時30分到着分まで

議決権行使書

当社ウェブサイト （https://www.nisshin-oillio.com）

以　上

❖電磁的方法（インターネット等）による議決権の行使の場合
後記の「インターネット等による議決権行使のご案内」（３頁）をご確認のうえ、当社指定の議決権行使 
ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、画面の案内に従って、議案に対す
る賛否をご入力ください。
・パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」および「パ
スワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入力ください。

・スマートフォンをご利用の方
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を
読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」および「パスワード」が入力不要のスマー
トフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。なお、一度議決権を行使
した後で行使内容の変更をされる場合には、再度QRコードを読み取り、議決権行使書用紙
に記載の「議決権行使コード」および「パスワード」をご入力いただく必要があります。

行使期限： 2020年６月22日（月曜日）午後５時30分入力分まで

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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　インターネット等により議決権を行使される場合には、次の事項をご覧いただき、ご了承のうえご利用いただきますようお願い申し
あげます。
　インターネットによる議決権行使は、以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイト　https://www.web54.net
インターネットによる議決権行使期限　2020年６月22日（月曜日）午後５時30分

　同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」および「パスワード」(本総会に限り有効)をご利用になり、画面の案内に従
って議決権を行使してください。

１．ご注意事項
　■議決権行使のお取扱いについて
 （1）  インターネットにより複数回、またはパソコン・スマー

トフォンで重複して議決権行使をされた場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いしま
す。

 （2）  インターネットと書面の両方で議決権行使をされた場合
は、後に到着したものを有効な議決権行使としてお取り
扱いします。なお、インターネットと書面が同日に到着
した場合は、インターネットを有効な議決権行使として
お取り扱いします。

　■パスワードのお取扱いについて
 （1）  パスワードは、株主様ご本人による議決権行使であるこ

とを確認する手段ですので、大切にお取り扱いください。

  また、パスワードのお電話などによるご照会には、お
答えできません。

 （2）  パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用で
きなくなります。パスワードの再発行を希望される場合
は、画面の案内に従ってお手続きください。

　■ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただくためにプロバイ
ダーへの接続料金および通信事業者への通信料金(電話料金)
などが必要な場合がありますが、これらの料金は株主様の
ご負担となります。

　■ パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境
等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない
場合があります。

2．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
当ウェブサイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
［電話］ 0120（652）031 （受付時間　9:00～21:00）

その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア．証券会社に口座をお持ちの株主様
　　証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせください。
イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行　証券代行事務センター
［電話］ 0120（782）031 （受付時間　土日休日を除く　9:00～17:00）

機関投資家の皆様へ
　 　機関投資家の皆様は、上記のインターネットによる議決権行使のほかに、事前に申し込まれた場合には、株式会社ICJが運営する
「議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただくことができます。

インターネット等による議決権行使のご案内
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議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
　当期の剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つとして認識しております。配当につきましては、安
定的な配当の継続を基本としつつ、中期経営計画「OilliO Value Up 2020」で掲げている配当性向目標（30%程
度）、連結業績を考慮したうえで実施していく方針であります。また、内部留保につきましては、企業価値向上に
向けた投資等に活用するとともに、必要な利益還元に備えるなど長期的視野で株主の皆様のご期待に応えたいと考
えております。
　当期の期末配当につきましては、これらを総合的に勘案し、次のとおり１株につき40円とさせていただきたい
と存じます。なお、これにより、中間配当金40円を加えた年間配当金は、１株につき80円となります。

1 配当財産の種類 金銭

2 株主に対する配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式 １株につき金40円
総額 1,336,898,480円

3 剰余金の配当が効力を生じる日 2020年６月24日
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候補者
番号 氏　名 現在の当社における地位および担当

1 久
く

野
の

　貴
た か

久
ひ さ

再 任 代表取締役社長 社長執行役員

2 尾
お

上
が み

　秀
ひ で

俊
と し

再 任 代表取締役 専務執行役員
財務部、情報企画部、原料・油糧担当

3 吉
よ し

田
だ

　伸
の ぶ

章
あ き

再 任 取締役 専務執行役員
食品事業本部長 兼 支店担当

4 小
こ

林
ばやし

　　新
あらた

再 任
取締役 常務執行役員
経営企画室、人事・総務部、コーポレートコミュニケーション部、
健康経営推進部、ビジネスサポートセンター担当

5 河
か

原
わ ら

﨑
さ き

　靖
やすし

再 任
取締役 常務執行役員
生産技術開発部長、生産統括部長 兼 物流統括部、
名古屋工場、堺工場、水島工場、安全・防災担当

6 岡
お か

野
の

　良
よ し

治
は る

再 任
取締役 常務執行役員
海外事業、ファインケミカル事業部、
ヘルスサイエンス事業推進室担当

7 白
し ら

井
い

さゆり 再 任  社 外  独 立 社外取締役

8 山
や ま

本
も と

　　功
いさお

再 任  社 外  独 立 社外取締役

9 町
まち

田
だ

　恵
え

美
み

新 任  社 外  独 立 社外監査役

第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員８名は、本総会終結の時をもって任期が満了となります。つきましては、経営監督機能の強化を図る
ため社外取締役１名を増員し、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

5
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1
◦ 略歴、地位、担当

1985年４月 当社入社
2008年６月 当社執行役員 
2014年４月 当社常務執行役員
2014年６月 当社取締役 常務執行役員
2017年６月 当社代表取締役社長 社長執行役員（現在に至る）

◦ 重要な兼職の状況
Intercontinental Specialty Fats Sdn. Bhd.  Chairman
一般社団法人日本植物油協会会長

◦ 当社との特別の利害関係
なし

取締役候補者とした理由
2017年６月から代表取締役社長として経営を担っております。これまでに海外を
含めて加工油脂事業を拡大した実績をはじめ、経営に関する豊富な知見と経験が、
引き続き当社経営に必要であると判断したことから候補者といたしました。

再 任

生年月日
1961年10月29日生

所有する当社の株式の数
5,700株

候補者
番号

久
く

野
の

　貴
た か

久
ひ さ

2
◦ 略歴、地位、担当

1983年４月 当社入社
2004年７月 当社執行役員
2005年６月 当社取締役
2011年６月 当社常務執行役員
2013年６月 当社取締役 常務執行役員
2018年６月 当社取締役 専務執行役員
2019年６月 当社代表取締役 専務執行役員
 財務部、情報企画部、原料・油糧担当 （現在に至る）

◦ 当社との特別の利害関係
なし

取締役候補者とした理由
財務・経理や原料購買、油糧事業における責任者としての実績をはじめ、経営に
関する豊富な知見と経験が、引き続き当社経営に必要であると判断したことから
候補者といたしました。

生年月日
1961年２月１日生

所有する当社の株式の数
4,100株

候補者
番号

尾
お

上
が み

　秀
ひ で

俊
と し

再 任
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3
◦ 略歴、地位、担当

1979年４月 当社入社
2006年６月 当社執行役員
2013年６月 当社常務執行役員
2014年６月 当社取締役 常務執行役員
2019年１月 当社取締役 専務執行役員
 食品事業本部長 兼 支店担当（現在に至る）

◦ 当社との特別の利害関係
なし

取締役候補者とした理由
食品事業の責任者としての実績をはじめ、経営に関する豊富な知見と経験が、引
き続き当社経営に必要であると判断したことから候補者といたしました。

生年月日
1956年12月９日生

所有する当社の株式の数
2,200株

候補者
番号

吉
よ し

田
だ

　伸
の ぶ

章
あ き

再 任

再 任
4

◦ 略歴、地位、担当
1985年４月 当社入社
2009年５月 当社執行役員
2014年４月 当社常務執行役員
2016年６月 当社取締役 常務執行役員
2020年４月 当社取締役 常務執行役員
 経営企画室、人事・総務部、コーポレートコミュニケーション部、
 健康経営推進部、ビジネスサポートセンター担当（現在に至る）

◦ 当社との特別の利害関係
なし

取締役候補者とした理由
経営企画部門や人事・総務部門における責任者としての実績をはじめ、経営に関
する豊富な知見と経験が、引き続き当社経営に必要であると判断したことから候
補者といたしました。

生年月日
1961年５月26日生

所有する当社の株式の数
5,000株

候補者
番号

小
こ

林
ばやし

　　新
あらた

7
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5
◦ 略歴、地位、担当

1984年４月 当社入社
2011年６月 当社執行役員
2017年４月 当社常務執行役員
2018年６月 当社取締役 常務執行役員
2019年４月 当社取締役 常務執行役員
 生産技術開発部長、 生産統括部長　兼　物流統括部、名古屋工場、
 堺工場、水島工場、 安全・防災担当（現在に至る）

◦ 当社との特別の利害関係
なし

取締役候補者とした理由
長年、生産部門の責任者としてリーダーシップを発揮するなど、当社の生産業務
全般に関する豊富な知見と経験が引き続き当社経営に必要であると判断したこと
から候補者といたしました。

生年月日
1958年８月31日生

所有する当社の株式の数
3,670株

候補者
番号

河
か

原
わ ら

﨑
さ き

　靖
やすし

6
◦ 略歴、地位、担当

1987年４月 丸紅㈱入社
2013年４月 同社飼料畜産事業部長
2015年４月 同社穀物第二部長
2017年４月 同社穀物本部副本部長
2019年４月 当社常務執行役員
2019年６月 当社取締役 常務執行役員
2020年４月 当社取締役 常務執行役員
 海外事業、ファインケミカル事業部、
 ヘルスサイエンス事業推進室担当（現在に至る）

◦ 重要な兼職の状況
日清奥利友（中国）投資有限公司董事長

◦ 当社との特別の利害関係
なし

取締役候補者とした理由
長年、総合商社でグローバルビジネスに従事してきた実績をはじめ、経営に関す
る豊富な知見と経験が引き続き当社経営に必要であると判断したことから候補者
といたしました。

生年月日
1962年９月６日生

所有する当社の株式の数
200株

候補者
番号

岡
お か

野
の

　良
よ し

治
は る

再 任

再 任
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7
◦ 略歴、地位、担当

2006年４月 慶應義塾大学総合政策学部教授
2011年４月 日本銀行政策委員会審議委員
2016年４月 慶應義塾大学総合政策学部特別招聘教授
2016年４月 アジア開発銀行研究所客員研究員
2016年６月 当社社外取締役（現在に至る）
2016年９月 慶應義塾大学総合政策学部教授（現在に至る）
2020年１月 Federated Hermes EOS上級顧問（現在に至る）

◦ 重要な兼職の状況
慶應義塾大学総合政策学部教授

◦ 当社との特別の利害関係
なし

社外取締役候補者とした理由
長年の研究活動および日本銀行政策委員会審議委員としての活動を通じて培われ
た金融政策および経済学の専門家としての知識や経験を当社の経営に活かしてい
ただきたいことから候補者といたしました。なお、これらの知識と経験により、当
社の慣行にとらわれない企業社会全体を踏まえた客観的かつ中立的な判断を下す
ことにより、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものであると考えます。

再 任

再 任

独 立

社 外

生年月日
1963年１月２日生

所有する当社の株式の数
0株

候補者
番号

白
し ら

井
い

さゆり

8
◦ 略歴、地位、担当

1981年４月 ㈱野村総合研究所入社
1991年１月 同社事業戦略室室長
2002年１月 メリルリンチ日本証券投資銀行部門
 共同責任者、マネージングディレクター
2003年11月 ㈱SIGインスティテュート代表取締役社長
2006年７月 ㈱マスチューン（現、㈱ミンカブ・ジ・インフォノイド）監査役
2007年９月 同社取締役
2009年11月 起業投資㈱代表取締役（現在に至る）
2011年６月 ソニーフィナンシャルホールディングス㈱社外取締役
2019年６月 当社社外取締役（現在に至る）
2019年10月 Scenera, Inc.社外取締役（現在に至る）

◦ 重要な兼職の状況
起業投資㈱代表取締役

◦ 当社との特別の利害関係
なし

社外取締役候補者とした理由
長年の証券アナリストおよび財務アドバイザー等の経験を通じて培われた金融市
場および経営全般に関する知識や経験を当社の経営に活かしていただきたいこと
から候補者といたしました。

生年月日
1957年５月２日生

所有する当社の株式の数
0株

候補者
番号

山
や ま

本
も と

　　功
いさお独 立

社 外

9

株主総会参考書類
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（注） 1.  白井さゆり、山本功、町田恵美の各氏は、社外取締役候補者であります。白井さゆり氏の社外取締役の在任期間は、本定時株
主総会終結の時をもって４年であります。山本功氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって１年であり
ます。町田恵美氏は新任の候補者であります。同氏は現在当社の社外監査役でありますが、本定時株主総会終結の時をもって
監査役を退任いたします。同氏の監査役としての在任期間は本定時株主総会終結の時をもって４年であります。

 2.  当社は、白井さゆり、山本功の両氏との間で、当社定款第27条の規定に基づき、会社法第427条第１項の規定により、会社法
第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、500万円と法令が定める最
低責任限度額とのいずれか高い額となります。本議案が原案どおり承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
また、当社は、町田恵美氏との間で、社外監査役として同様の契約を締結しており、同氏が社外取締役に選任された場合に
は、同氏との間で、社外取締役として新たに同様の契約を締結する予定であります。

 3.  白井さゆり、山本功の両氏は、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保を義務づけている独立役員であります。ま
た、当社は、町田恵美氏を社外監査役として同取引所に独立役員の届出を行っており、同氏が社外取締役に選任された場合に
は、社外取締役として新たに同取引所に独立役員の届出を行う予定であります。

 4.  白井さゆり氏における重要な兼職先と当社（連結子会社を含む）との間には、特記すべき事項はありません。
 5.  山本功氏における重要な兼職先と当社との間には2019年度中、連結子会社も含め、取引はありません。
 6.  町田恵美氏は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツを退社して７年以上が経過しているとともに、同法人在籍

時に当社および当社子会社の監査業務を担当しておりません。
 7.  町田恵美氏は、2020年６月に株式会社ヤクルト本社の社外監査役に就任する予定です。2019年度中、当社は同社に運送業務

委託料の支払い等およびギフト品の販売等の取引が連結子会社を含めてございますが、当該取引額は、同社の連結売上高の
0.1％未満であり、当社の連結売上高の0.1％未満であります。

9
◦ 略歴、地位、担当

1990年３月 公認会計士登録（現在に至る）
2004年７月 監査法人トーマツ（現、有限責任監査法人トーマツ）社員
2012年７月 同法人退社
2013年４月 預金保険機構非常勤監事
2016年６月 当社社外監査役（現在に至る）

◦ 重要な兼職の状況
公認会計士
㈱ヤクルト本社社外監査役（2020年６月就任予定）

◦ 当社との特別の利害関係
なし

社外取締役候補者とした理由
既に４年間当社の社外監査役として、公正かつ客観的な立場に立って適切な意見
をいただいております。公認会計士としての専門領域における知識と経験を有し
ていることに加え、当社の事業内容等に精通していることから候補者といたしま
した。なお、これらの知識と経験により、当社の慣行にとらわれない企業社会全
体を踏まえた客観的な判断を下すことにより、社外取締役としての職務を適切に
遂行できるものであると考えます。

生年月日
1964年２月７日生

所有する当社の株式の数
0株

候補者
番号

町
ま ち

田
だ

　恵
え

美
み

新 任

独 立

社 外
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新 任

第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役町田恵美氏は、本総会終結の時をもって任期が満了となります。つきましては、監査役１名の選任をお願
いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

◦ 略歴、地位
1988年５月 公認会計士登録（現在に至る）
1999年５月 朝日監査法人（現、有限責任 あずさ監査法人）社員
2006年５月 同法人パートナー
2020年３月 同法人退社

◦ 重要な兼職の状況
古河電気工業㈱社外監査役（2020年６月就任予定）
㈱アドバンテスト社外取締役（監査等委員）（2020年６月就任予定）

◦ 当社との特別の利害関係
なし

社外監査役候補者とした理由
公認会計士としての専門領域における知識と経験を活かした監査の充実をはかる
ため、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、これらの知識
と経験により、当社の慣行にとらわれない企業社会全体を踏まえた客観的な判断
を下すことにより、社外監査役としての職務を適切に遂行できるものであると考
えます。

生年月日
1961年1月28日生

所有する当社の株式の数
0株

住
す み

田
だ

　清
さ や

芽
か

 

（注） 1.  住田清芽氏は、新任の社外監査役候補者であります。
 2.  住田清芽氏の選任が原案どおり承認された場合には、当社は、同氏との間で、当社定款第34条の規定に基づき、会社法第427

条第１項の規定により、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償
責任限度額は、500万円と法令が定める最低責任限度額とのいずれか高い額となります。

 3.  住田清芽氏が監査役に選任された場合には、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保を義務づけている独立役員の
届出を行う予定です。

 4.  住田清芽氏は、2020年６月に古河電気工業株式会社の社外監査役に就任する予定ですが、同社と当社との間には、2019年度
中、連結子会社も含め、取引はありません。また、同月に株式会社アドバンテストの社外取締役（監査等委員）に就任する予
定ですが、同社と当社との間には2019年度中、連結子会社も含め、取引はありません。

独 立

社 外

11
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◦ 略歴、地位
1990年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会所属）（現在に至る）
2003年６月 東京製鐵㈱社外監査役
2013年４月 第一東京弁護士会副会長
2015年６月 東京製鐵㈱社外取締役（監査等委員）（現在に至る）

◦ 重要な兼職の状況
弁護士
東京製鐵㈱社外取締役（監査等委員）

◦ 当社との特別の利害関係
なし

補欠の社外監査役候補者とした理由
弁護士としての専門領域における知識と経験を有しております。この専門性を活かした監査の
充実をはかるため、補欠の候補者といたしました。なお、これらの知識と経験により、当社の
慣行にとらわれない企業社会全体を踏まえた客観的な判断を下すことにより、社外監査役とし
ての職務を適切に遂行できるものであると考えます。

生年月日
1962年３月７日生

所有する当社の株式の数
0株

松
ま つ

村
む ら

　龍
た つ

彦
ひ こ

第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠の監査役候補者は次のとおりであります。

（注） 1.  松村龍彦氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
 2.  松村龍彦氏が監査役に就任された場合には、当社との間で、当社定款第34条の規定に基づき、会社法第427条第１項の規定に

より、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度額は、
500万円以上であらかじめ定めた額と法令が定める最低責任限度額とのいずれか高い額となります。

 3.  松村龍彦氏が監査役に就任された場合には、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保を義務づけている独立役員の
届出を行う予定です。

 4.  松村龍彦氏は、東京製鐵株式会社の社外取締役（監査等委員）を兼職し、2019年度中、当社は同社に工業用油の販売を行っ
ておりますが、当該取引額は、当社の連結売上高の0.1％未満であります。

以　上
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（1） 事業の経過およびその成果
当連結会計年度における日本経済は、海外経済の減速

に伴い輸出が低迷し、個人消費についても実質所得の伸

び悩みや消費税率引き上げによる消費マインドの落ち込

みなどから依然として力強さを欠いております。さらに

2019年12月に発生した新型コロナウイルス感染症の世

界規模での拡大に伴い、各国で外出制限や貿易の減少が

続いており、景気の悪化は避けられない状況となってお

ります。

当社グループでは、2017年度にスタートさせた中期経

営計画「OilliO Value Up 2020」において、事業構造

改革を継承しつつ、より成長路線に軸足を移すことを基

本方針とし、具体的な経営目標の実現に取り組んでおり

ます。

当連結会計年度の業績は、売上高は前期比97.2%の

3,334億16百万円となり、利益面では営業利益が前期比

101.4％の131億33百万円、経常利益が同92.1％の126

億34百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が同

91.7％の82億93百万円となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

1 企業集団の現況に関する事項

油脂・油糧および加工食品事業につきましては、売上

高は前期比97.9％の2,335億94百万円となり、営業利益

は前期比115.8％の87億40百万円となりました。

原料・油糧の状況および油脂・加工食品の販売状況は

以下のとおりです。

［原料の調達環境］

原料の調達面では、主要原料相場が前期に対して低い

水準で推移し、ドル円相場も前期に対して円高水準で推

移したことから、大豆価格、菜種価格ともに前期に対し

て低下しました。

＜主要原料相場＞

大豆相場は、南米産大豆の豊作と米中貿易摩擦の激

化等により５月には８米ドル前後まで大きく下落しまし

た。その後は、米国産大豆の作付面積減少や、米中貿

易摩擦の解消期待などによって、10月～12月には９米

ドル台前半まで上昇する局面もありましたが、世界的な

大豆需給の緩さや米中貿易摩擦問題が解決に至らない

ことを背景として、総じて上値の重い展開となりまし

た。

菜種相場については、カナダ産菜種の潤沢な供給が意

識されたことや、中国がカナダ産菜種の輸入を制限した

ことを背景に、前期に対して低い水準で推移しました。

油脂・油糧および加工食品事業

13

事業報告（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

（添付書類）
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＜為替相場＞

ドル円相場は、2019年１月以降は堅調な米国経済等

を背景に円安ドル高基調で推移しました。５月以降は米

国の利下げ期待の高まりや米中貿易摩擦の影響などか

ら円高ドル安基調となり、８月下旬には一時104円台ま

で円高ドル安が進行しました。その後は、再び米中貿

易交渉の進展期待が高まったこと等からリスク回避姿

勢が後退して12月中旬にかけて円安ドル高基調となり

ました。総じて、当期においては前期に対して円高水準

での推移となりました。

［ミールの販売］

大豆ミールは、国内の配合飼料生産量が前年並みで推

移するなか、拡販に努めたことから販売数量は前期を上

回りました。一方、販売価格面においては、南米産大豆

の豊作やASF（アフリカ豚熱）による中国国内の飼料用需

要低迷等を背景として、シカゴ大豆ミール相場が下落し

たことや安価な中国産輸入ミールが国内に流入する局面

があったこと等から販売価格が低下し、売上高は前期を

下回りました。

菜種ミールについては、配合飼料における菜種ミール

の配合率が前年並みで推移するなか、拡販に努めたこと

から販売数量は前期を上回ったものの、大豆ミール価格

の影響などから販売価格が低下し、売上高は前期を下回

りました。

前期 当期

233,594238,496

前期 当期

8,7407,546

売上高
構成比

70.0％

◦売上高 （単位：百万円） ◦営業利益 （単位：百万円）

油脂・油糧および加工食品事業
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［油脂・加工食品の販売］

油脂・加工食品の販売は、コストに見合った適正価格

での販売や、付加価値品の拡販などにより売上高、利益

ともに前期を上回りました。

＜油脂等＞

ホームユースにつきましては、オリーブオイル、ご

ま油、アマニ油などの付加価値品の継続的な拡販に取

り組むとともに、「日清ヘルシーオフ」などの機能性の

高い油脂についても引き続き販売の拡大に努め、順調

に推移しました。贈答用詰合セットにつきましては、ギ

フト市場全体が縮小する厳しい環境のなか、オリーブ

オイル系のギフト商品などの販売が堅調に推移しまし

た。

業務用につきましては、中食・外食向けに、「ニーズ

協働発掘型」営業を推進し、新規取引の開拓に取り組

んだ結果、機能性油脂を中心に販売は順調に推移しま

した。

加工用につきましては、食用油における既存取引先

との取引領域拡大や、新規取引の拡大に取り組むとと

もに、適正価格での販売に努めました。また、大豆た

ん白についても、既存取引先への販売が堅調に推移す

るとともに、新規取引の開拓が好調に推移しました。

＜加工食品＞

ドレッシングにおいて「日清ドレッシングダイエット」

などの主力商品の販売が増加し、ウェルネス食品につ

いても、ＭＣＴ（中鎖脂肪酸）関連商品の販売が引き

続き堅調に推移しました。また、子会社のもぎ豆腐店

株式会社においても、豆腐類の販売が堅調に推移しま

した。
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加工油脂事業につきましては、売上高は前期比93.5
％の769億72百万円となり、営業利益は前期比71.8
％の28億61百万円となりました。

マーガリンやショートニングについては機能特化型
の製品の販売が好調に推移し、子会社の大東カカオ株
式会社におけるチョコレート製品についても、原材料
コストに見合った適正価格での販売に努め、売上高、
利益ともに伸長しました。

シ ン ガ ポ ー ル のT.&C. Manufacturing Co., Pte. 
Ltd.における製菓原料等（調製品）も売上高、利益と
もに前期を上回りました。

マレーシアのIntercontinental Specialty Fats Sdn. 
Bhd.におけるパーム加工品では、売上高は前期を下回
ったものの、欧州向け付加価値品の販売が好調に推移
しました。一方で、年末にかけてパーム油相場が急騰
するなか、決算日にパーム油取引を時価評価するにあ
たり、会計ルール上、たな卸資産の含み益が認識でき
ないことにより時価評価損を計上したことなどから、
営業利益は前期を下回りました。

これらの結果、加工油脂事業につきましては、売上
高、営業利益ともに前期を下回りました。

加工油脂事業

前期 当期

76,97282,309

前期 当期

2,861
3,988

売上高
構成比

23.1％

◦売上高 （単位：百万円）

加工油脂事業

◦営業利益 （単位：百万円）
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ファインケミカル事業につきましては、売上高は前

期比101.1％の189億５百万円となり、営業利益は前

期比111.4％の17億31百万円となりました。

化粧品原料および食品・化学品その他の販売状況は

以下のとおりです。

［化粧品原料］

化粧品原料は、中国の景気減速や2019年12月に発

生した新型コロナウイルスの影響によりアジアでの販

売がやや低調となりましたが、欧州向けについてはス

ペインのIndustrial Quimica Lasem,S.A.U.との連携

により付加価値品の販売が伸長しました。これらの結

果、化粧品原料全体では、売上高、営業利益ともに前

期を上回りました。

［食品・化学品その他］

食品・化学品その他は、販売数量の減少から売上高

は前期を下回りましたが、ＭＣＴなど付加価値品が伸

長し、営業利益は前期を上回りました。

ファインケミカル事業

前期 当期

18,90518,699

前期 当期

1,7311,554

売上高
構成比

5.7％

◦売上高 （単位：百万円）

ファインケミカル事業

◦営業利益 （単位：百万円）
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情報システムをはじめその他の事業の売上高は、前期比111.0％の39億44百万円となりましたが、営業利益は
前期比95.1％の３億82百万円となりました。

その他

（2） 設備投資等の状況
当期中における設備投資額は、125億72百万円であ

ります。当期中に完成した設備のうち主なものは、当
社および子会社における生産能力増強設備であります。

なお、設備投資は、一部銀行借入により資金調達し
ております。

（3） 資金調達の状況
当期末現在、当社と国内子会社10社においてキャッ

シュマネジメントシステムを構築しており、当該シス
テムを利用し効率的な資金配分を行っております。

当社は効率的な資金調達を行うため、当社取引銀行
５行との間でシンジケーション方式により総額100億
円のコミットメントライン契約を締結しております。
なお、当期末における当該契約に基づく借入実行残高
はありません。

社債につきましては、2019年９月に第９回無担保
社債50億円が償還になりました。

長期借入金につきましては、2019年10月に８億円、
同年11月に150億円を新たに調達しました。

売上高明細
区　分

事　業

2019.４.１～2020.３.31（当期） 2018.４.１～2019.３.31（前期）
前期比（％）

金　額（百万円） 構成比（％） 金　額（百万円） 構成比（％）

油脂・油糧および加工食品事業 233,594 70.0 238,496 69.5 97.9
加 工 油 脂 事 業 76,972 23.1 82,309 24.0 93.5
フ ァ イ ン ケ ミ カ ル 事 業 18,905 5.7 18,699 5.5 101.1
そ の 他 3,944 1.2 3,554 1.0 111.0

計 333,416 100.0 343,059     100.0 97.2

名古屋工場に導入したエネルギー供給システム
18
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また、業務用および加工用の各領域においては、お客
さまへのソリューション提案を強化してまいります。

加工油脂事業においても、油脂・油糧および加工食
品事業と同様にソリューション提案に力を入れるとと
もに、マレーシアのIntercontinental Specialty Fats 
Sdn. Bhd.を中心とするグローバルなネットワークの
強化を進めてまいります。

ファインケミカル事業においては、2020年度内に
稼働予定の横浜磯子事業場内の新工場、スペインおよ
び中国の子会社によるグローバル供給網により需要の
獲得に努めます。

また、量販店、ドラッグストア、病院・介護施設な
どターゲットを明確にしたＭＣＴの販売拡大に取り組
み、全社横断的に展開しているヘルスサイエンス事業
の基盤を確立してまいります。

以上のほか、新たな取組みとして、2020年３月に
株式会社J-オイルミルズと川上領域である搾油工程ま
でを範囲とした業務提携基本契約を締結しました。両
社の独自性と健全な競争環境を維持しながら、長期的
な視点で持続可能な安定供給体制の構築を目指してま
いります。

このほかに基盤強化策として、デジタル技術の導入
による業務プロセス改革、生産部門での次世代型ス
マートファクトリー化の推進、新たな事業領域の創出
を目指した研究開発やインキュベーション機能の拡充
など「当社グループの持続的な成長を支える基盤の強
化」を進めてまいります。さらに、安全で安心できる
商品やサービスの安定的な提供はもちろんのこと、環
境負荷の軽減、働き方改革と健康経営の更なる推進に
よる生産性と働き甲斐の向上、物流効率化による「運
びきる力」の強化、コーポレート・ガバナンスの強化
など「ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）を重視した
経営の実践」を着実に実行してまいります。

今後とも、株主の皆様には一層のご指導、ご鞭撻を
賜りますようお願い申しあげます。

（4） 対処すべき課題
新型コロナウイルス感染症の世界規模での拡大に伴

う活動制限や貿易の低迷により、世界経済の大幅な悪
化は避けられない状況となっております。

国内においても、緊急事態宣言が発出され、学校の
臨時休校や外出自粛等により、家庭での内食需要が増
加する一方で、飲食店・ホテルなど外食での営業休
止・時短営業により業務用市場における需要の低迷が
顕著になっています。また、訪日外国人の大幅な減少に
よって、インバウンド需要も大きく減少しております。

中期経営計画「OilliO Value Up 2020」の最終年
度である2020年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大による国内外での消費低迷等の影響が年間に亘り続
くと想定し、売上高3,200億円、営業利益104億円、
経常利益108億円、親会社株主に帰属する当期純利益
72億円をそれぞれ見込んでおります。

当社グループは、中期経営計画「OilliO Value Up 
2020」で目標として掲げていた営業利益130億円を
１年前倒しで達成することができました。これは中期
経営計画「OilliO Value Up 2020」で掲げた「基盤
となる汎用素材型ビジネスにおける安定収益の追求」
および「成長戦略としてのグローバル化と多様な付加
価値型ビジネスの追求」の基本方針に則った取組みが
着実に成果として表れたものと考えております。

2020年度は、新型コロナウイルス感染症拡大によ
る影響を想定したなかで、中期経営計画「OilliO 
Value Up 2020」で掲げた営業利益目標を下回る見
込みとなっておりますが、中期経営計画「OilliO 
Value Up 2020」で掲げた基本方針を変えることな
く、“植物のチカラ®”を通じて社会に貢献するという当
社グループの使命と社会的責任を果たすことで、将来
に亘る持続的な成長と企業価値の向上を目指してまい
ります。

油脂・油糧および加工食品事業においては、引き続
きコストに見合った適正価格での販売に努めるととも
に、高付加価値商品の拡販に取り組んでまいります。
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（5） 財産および損益の状況
① 企業集団の財産および損益の状況

区　分 2016年度
第145期

2017年度
第146期

2018年度
第147期

2019年度
第148期（当期）

売上高 （百万円） 324,909 337,998 343,059 333,416
営業利益 （百万円） 10,234 9,102 12,948 13,133
経常利益 （百万円） 10,334 9,276 13,716 12,634
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 7,569 6,930 9,044 8,293
１株当たり当期純利益  （円） 227.83 203.94 264.96 244.66
総資産 （百万円） 245,831 271,732 265,285 277,425
純資産 （百万円） 132,035 141,360 149,099 149,324
１株当たり純資産額  （円） 3,708.23 3,902.80 4,088.42 4,177.69

（注） 1.  １株当たり当期純利益および１株当たり純資産額は自己株式数を控除した期中平均株式数および期末発行済株式数により算出
しております。

 2.  2017年10月１日をもって普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。当該株式併合が2016年度
の期首に実施されたと仮定して、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額を算定しております。

 3.  当社は2018年度第２四半期連結会計期間より、取締役等に対し、信託を用いた株式報酬制度「株式交付信託」を導入してお
ります。１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額の算定上の基礎となる期中平均株式数および期末発行済株式数には、
その計算において控除する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。 

 4.  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を2018年度の期首から適用して
おり、2017年度の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。

 5.  第145期は、売上高については前期を下回りましたが、利益面においてはコストに見合った適正価格での販売価格の維持・形
成、生産・物流最適化およびコスト構造改革を進めたことにより前期を上回りました。

 6.  第146期は、売上高については付加価値品の販売が好調に推移したこと等により前期を上回りましたが、利益面においては原
材料コストの上昇に見合う水準での販売には至らず前期を下回りました。

 7.  第147期は、売上高については販売数量の伸長、販売単価の上昇により前期を上回りました。利益面についても原材料コスト
に見合った適正価格での販売や付加価値品の拡販などにより前期を上回りました。

 8. 当期は前記「（1）事業の経過およびその成果」に記載のとおりであります。

第147期第145期 第146期

324,909 337,998 343,059 333,416

第148期
（当期）

▪売上高 （単位：百万円）

第147期第145期 第146期

10,234
9,102

第148期
（当期）

12,948 13,133
▪営業利益 （単位：百万円）

第147期第145期 第146期

10,334

第148期
（当期）

9,276

13,716 12,634

▪経常利益 （単位：百万円）
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区　分 2016年度
第145期

2017年度
第146期

2018年度
第147期

2019年度
第148期（当期）

売上高 （百万円） 197,799 203,570 215,765 212,213
営業利益 （百万円） 5,180 3,245 7,410 8,846
経常利益 （百万円） 5,581 4,097 8,292 10,058
当期純利益 （百万円） 4,224 3,705 5,704 7,347
１株当たり当期純利益 （円） 127.08 108.92 166.99 216.62
総資産 （百万円） 191,399 214,795 211,209 219,547
純資産 （百万円） 102,529 107,513 111,658 111,215
１株当たり純資産額 （円） 3,084.45 3,147.19 3,268.68 3,331.94

（注） 1.  １株当たり当期純利益および１株当たり純資産額は自己株式数を控除した期中平均株式数および期末発行済株式数により算出
しております。

 2.  2017年10月１日をもって普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。当該株式併合が2016年度
の期首に実施されたと仮定して、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額を算定しております。

 3.  当社は2018年度第２四半期会計期間より、取締役等に対し、信託を用いた株式報酬制度「株式交付信託」を導入しております。
１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額の算定上の基礎となる期中平均株式数および期末発行済株式数には、その計
算において控除する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。

 4.  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を2018年度の期首から適用して
おり、2017年度の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。

 5.  第145期は、売上高は販売数量が伸びたものの販売価格の低下等により前期を下回りました。一方、利益面では主要原材料価
格の低下による採算の改善などによって前期を上回りました。

 6.  第146期は、売上高は販売数量の増加等により前期を上回りました。一方、利益面では原料代等コスト上昇に対して、適正価
格での販売、コスト削減に取り組みましたが、前期を下回りました。

 7.  第147期は、売上高は販売数量の増加等により前期を上回りました。利益面については良好な搾油環境を背景に付加価値品の
拡販や適正な販売価格の維持形成に努めたこと等により前期を上回りました。

 8.  当期につきましては、原料価格が低下するなか、売上高は販売数量が増加したものの、販売価格の低下により前期を下回りま
した。利益面については、適正価格での販売等により前期を上回りました。

▪総資産 （単位：百万円）▪純資産 （単位：百万円）

◦１株当たり純資産額 （単位：円）

② 当社の財産および損益の状況

第147期第146期

245,831

第145期

271,732

第148期
（当期）

265,285 277,425

第145期

132,035 141,360
149,099 149,324

第147期第146期

3,708.233,708.23 3,902.803,902.80

第148期
（当期）

4,088.424,088.42 4,177.694,177.69

▪親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

◦１株当たり当期純利益 （単位：円）

第147期第145期 第146期

7,569 6,930

第148期
（当期）

9,044 8,293

227.83227.83 203.94203.94
264.96264.96 244.66
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（6） 重要な子会社および関連会社の状況（2020年３月31日現在）

① 子会社

会　　社　　名 資　本　金 出資比率 主要な事業内容

攝津製油株式会社 1,299百万円 100.0％ 化成品の製造・販売および油脂の販売
日清商事株式会社 99百万円 48.3％ 食料品、飼料等の販売
日清物流株式会社 100百万円 100.0％ 港湾荷役、運輸、倉庫業および各種包装

大東カカオ株式会社 1,586百万円 61.2％ チョコレート原料、製菓・製パン原料、
加工食料品の製造および販売

日清奥利友（中国）投資有限公司 50,537千米ドル 100.0％ 中国における事業投資管理
Intercontinental 
Specialty Fats Sdn. Bhd. 85,860千マレーシア

リンギット 100.0％ 加工油脂事業

PT Indoagri Daitocacao 486,351百万インドネシア
ルピア 51.0％ 業務用チョコレートの製造および販売

（注） 2020年4月1日付で攝津製油株式会社はセッツ株式会社に社名変更をいたしました。

② 関連会社

会　　社　　名 資　本　金 出資比率 主要な事業内容

株式会社ピエトロ 1,042百万円 18.4％ 食品事業およびレストラン事業
和弘食品株式会社 1,413百万円 19.5％ 調味料、天然エキス等の製造および販売

幸商事株式会社 100百万円 32.1％ 動植物油脂、合成洗剤、化成品、食品材
料の販売

中糧日清（大連）有限公司 77,540千米ドル 49.0％ 植物性油脂・油粕の製造および販売

（7） 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

事　　業 内　　　　　　容

油脂・油糧および
加工食品事業

ホームユース（食用油、ドレッシング）、業務用食用油、加工用油脂、油粕、食品大
豆、ウェルネス食品（ＭＣＴ高エネルギー食品、高齢者・介護食品）、大豆たん白、
豆腐類

加工油脂事業 パーム加工品、チョコレート用油脂、マーガリン、ショートニング、チョコレート関
連製品

ファインケミカル事業 化粧品・トイレタリー原料、化学品、MCT、レシチン、トコフェロール、洗剤、殺
菌洗浄剤、界面活性剤

その他 情報システム、販売促進、スポーツ施設経営、損害保険代理、不動産賃貸
22
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（8） 主要な営業所および工場（2020年３月31日現在）

① 当社の主要な営業所および工場

名　　　称 所　　在　　地

本社 東京都中央区
北海道支店 札幌市中央区
東北支店 仙台市青葉区
関東信越支店 群馬県高崎市
東京支店 東京都中央区
中部支店 名古屋市中区
大阪支店 大阪市北区

名　　　称 所　　在　　地

中国支店 広島市中区
九州支店 福岡市中央区
中央研究所 横浜市磯子区
横浜磯子事業場 横浜市磯子区
名古屋工場 名古屋市港区
堺工場 堺市西区
水島工場 岡山県倉敷市

② 主要な子会社の営業所および工場

会　　　 社　　　 名 区　　　分 所　　在　　地

攝津製油株式会社 本社・工場 堺市西区
日清商事株式会社 本社 東京都中央区
日清物流株式会社 本社 横浜市磯子区

大東カカオ株式会社
本社 東京都目黒区
工場 神奈川県足柄上郡中井町

日清奥利友（中国）投資有限公司 本社 中華人民共和国上海市
Intercontinental Specialty Fats Sdn. Bhd. 本社・工場 マレーシア セランゴール州

PT Indoagri Daitocacao
本社 インドネシア ジャカルタ首都特別州
工場 インドネシア 西ジャワ州

（注） 2020年４月１日付で攝津製油株式会社はセッツ株式会社に社名変更をいたしました。
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（9） 従業員の状況（2020年３月31日現在）

① 企業集団の従業員数

従　業　員　数 前 期 末 比 増 減

2,900名 増　114名

（注） 従業員数は就業員数であります。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平　均　年　齢 平 均 勤 続 年 数

男　性 940名 増　13名 42歳 ７カ月 19年 １ カ月
女　性 256名 増　15名 41歳 ９カ月 17年 ７ カ月

計 1,196名 増　28名 42歳 ５カ月 18年10カ月
（注） 従業員数は就業員数であります。

（10） 主要な借入先（2020年３月31日現在）

借　　　 入 　　　先 期 末 借 入 金 残 高（百万円）

株式会社三菱UFJ銀行 20,558
株式会社みずほ銀行 6,260
農林中央金庫 5,000
株式会社三井住友銀行 1,581

（注） 株式会社三菱UFJ銀行など５行との間で、総額100億円のコミットメントライン契約を締結しております。
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（1） 発行可能株式総数 77,670,000株
（2） 発行済株式の総数 33,422,462株（自己株式1,245,395株を除く｡）
（3） 当期末株主数 28,728名（前期末比1,925名減）
（4） 大株主

株　　　　　主　　　　　名 持　　株　　数（千株） 持　株　比　率（％）

丸紅株式会社 5,200 15.56
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,247 6.72
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,511 4.52
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 1,004 3.01
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 956 2.86
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 717 2.15
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 708 2.12
株式会社三菱UFJ銀行 541 1.62
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 524 1.57
三井住友信託銀行株式会社 485 1.45

（注） 1. 当社は、自己株式1,245千株を保有しておりますが、上記の株主から除いております。
 2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
 3. 当社は2019年11月１日開催の取締役会決議に基づき、当期中、自己株式を784千株取得いたしました。
 4. 損害保険ジャパン日本興亜株式会社は、2020年４月１日から損害保険ジャパン株式会社に商号変更しております。

2 会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）
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3 会社役員に関する事項

（1） 取締役および監査役の氏名等（2020年３月31日現在）

氏　　　名 地位および担当 重要な兼職の状況

久
く

　野
の

　貴
たか

　久
ひさ 代表取締役社長

社長執行役員
Intercontinental Specialty Fats Sdn. 
Bhd.  Chairman

尾
お

　上
がみ

　秀
ひで

　俊
とし 代表取締役

専務執行役員
財務部、情報企画部、原料・油糧担当

吉
よし

　田
だ

　伸
のぶ

　章
あき 取締役

専務執行役員
食品事業本部長 兼 支店担当

小
こ

　林
ばやし

　　　新
あらた

取締役
常務執行役員
経営企画室、人事・総務部、コーポレート
コミュニケーション部、秘書室、ビジネス
サポートセンター、健康経営推進担当

河
か わ ら

原﨑
さき

　　　靖
やすし

取締役
常務執行役員
生産技術開発部長、生産統括部長 兼 物流
統括部、名古屋工場、堺工場、水島工場、
安全・防災担当

岡
おか

　野
の

　良
よし

　治
はる

取締役
常務執行役員
海外事業、ヘルスサイエンス事業推進室
担当

日清奥利友（中国）投資有限公司董事長

白
しら

　井
い

　さゆり 社外取締役 慶應義塾大学総合政策学部教授

山
やま

　本
もと

　　　功
いさお 社外取締役 起業投資株式会社代表取締役
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氏　　　名 地位および担当 重要な兼職の状況

藤
ふじ

　井
い

　　　隆
たかし 監査役（常勤）

大
おお

　場
ば

　克
かつ

　仁
ひと 監査役（常勤）

町
まち

　田
だ

　恵
え

　美
み 社外監査役 公認会計士

草
くさ

　道
みち

　倫
とも

　武
たけ 社外監査役 弁護士

（注） 1.  2019年６月27日開催の第147回定時株主総会において、今村隆郎、石神高、鳴沢隆の各氏は任期満了により取締役を、栢之
間昌治、新谷謙一の両氏は任期満了により監査役をそれぞれ退任いたしました。 

 2. 白井さゆり氏における重要な兼職先と当社（連結子会社を含む）との間には、特記すべき事項はありません。
 3. 山本功氏における重要な兼職先と当社との間には、当期中、連結子会社も含め、取引はありません。
 4. 町田恵美氏における重要な兼職先と当社との間には、当期中、連結子会社も含め、取引はありません。
 5. 草道倫武氏における重要な兼職先と当社との間には、当期中、連結子会社も含め、取引はありません。
 6.  白井さゆり、山本功、町田恵美、草道倫武の各氏は、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保を義務づけている独

立役員であります。
 7.  藤井隆氏は、長年、当社において財務・経理担当取締役および執行役員等を経験しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。
 8. 町田恵美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
 9. 当社の2020年３月31日現在の執行役員は次のとおりであります。

社長執行役員 久 野 貴 久 執 行 役 員 山 内 勝 昭
専務執行役員 尾 上 秀 俊 執 行 役 員 呉 　 堅
専務執行役員 吉 田 伸 章 執 行 役 員 梨 木 　 宏
常務執行役員 小 林 　 新 執 行 役 員 平 澤 壽 人
常務執行役員 河原﨑　　　靖 執 行 役 員 斉 藤 孝 博
常務執行役員 岡 野 良 治 執 行 役 員 寺 口 太 二
常務執行役員 高 柳 利 明 執 行 役 員 渡 辺 信 行
常務執行役員 岡 　 雅 彦 執 行 役 員 小 池 賢 二
常務執行役員 三 枝 理 人 執 行 役 員 佐 藤 将 祐

 10.  2020年３月31日付で、高柳利明、平澤壽人の両氏は執行役員を退任いたしました。また、2020年４月１日付で長岡宏氏が
執行役員に就任いたしました。
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（2） 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
区　　　　　分 人　　　数 報　酬　等　の　額

取締役
（うち社外取締役）

11人
（3人）

293百万円
（21百万円）

監査役
（うち社外監査役）

6人
（3人）

57百万円
（14百万円）

（注） 1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まれておりません。
 2.  取締役の報酬等の額には、社外から当社への出向者１名に対する当社から出向元に支払う金額の役員報酬分を含めております。
 3.  2006年６月28日開催の第134回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額６億円以内（使用人兼務取締役に対する使用

人分の給与を除く）、監査役の報酬額を年額6,000万円以内と改定するご承認をいただいております。
 4.  2018年６月28日開催の第146回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対し前記3.とは別枠で、当初信託期

間約３年間で金150百万円を上限とし、１事業年度あたり30,000ポイントを上限とする株式交付信託に係る株式報酬制度を
導入することをご承認いただいております。上記には、株式報酬引当金繰入額27百万円が含まれております。

（3） 社外役員の状況
① 重要な兼職先と当社との関係
　重要な兼職先と当社との関係につきましては、前記「（1） 取締役および監査役の氏名等」に記載のとおりであり
ます。

② 社外役員の主な活動状況
区　　分 氏　　名 主　な　活　動　状　況

取 締 役

白 井 さ ゆ り
当事業年度開催の取締役会12回のうち９回に出席し、金融政策および経
済学の専門家としての知識や経験に基づき、議案・審議等につき必要な
発言を適宜行っております。

山 本 　 功
社外取締役就任後における当事業年度開催の取締役会９回の全てに出席
し、金融市場および経営全般に関する知識や経験に基づき、議案・審議
等につき必要な発言を適宜行っております。

監 査 役

町 田 恵 美 当事業年度開催の取締役会12回の全てに、また監査役会20回の全てに出
席し、公認会計士としての専門性に基づき、適宜発言を行っております。

草 道 倫 武
社外監査役就任後における当事業年度開催の取締役会９回の全てに、ま
た監査役会12回の全てに出席し、弁護士としての専門性に基づき、適宜
発言を行っております。
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（1） 会計監査人の名称

（2）  当事業年度に係る会計監査人の報酬等
の額

（3）  非監査業務の内容

（4）  会計監査人の解任または不再任の決定
の方針

　有限責任監査法人　トーマツ

区分 監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

当社 60 48

連結子会社 15 9

計 75 58

　当社が会計監査人に対して報酬を支払っている非監
査業務の内容は、決算業務プロセス改善に係る助言業
務であります。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各
号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の合意に基づき会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会において、会計監査人を解任し
た旨と解任の理由を報告いたします。
　また、会計監査人の評価に関する基準に基づき、会
計監査人の適切性を評価し、適切でないと認められる
場合には、会計監査人の不再任の議案を株主総会に提
出いたします。

（注） 1.  当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法
に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額を区
分しておりませんので、上記の金額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等を含めております。

 2.  海外子会社のうち、日清奥利友（中国）投資有限公司
お よ びIntercontinental Specialty Fats Sdn. Bhd.の
計算関係書類の監査は、当社の会計監査人が加盟する
Deloitte Touche Tohmatsu  Limitedの現地事務所が
行っております。また、PT Indoagri Daitocacaoにつ
いてはErnst & Youngの現地事務所が同社の計算関係
書類の監査を行っております。

 3.  監査役会は、会計監査人の監査計画の内容および報酬
見積りの算出根拠となる監査時間、会計監査の職務遂
行状況について必要な検討を実施し、報酬等の額につ
いて検証を行った結果、会社から提示された金額は妥
当であると判断し同意しました。

③ 責任限定契約の内容の概要
　白井さゆり、山本功、町田恵美、草道倫武の各氏は、当社定款第27条または第34条の規定に基づき、当社との
間で、会社法第427条第１項の規定により、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当
該契約に基づく賠償責任限度額は、各氏ともに、金５百万円と法令が定める最低責任限度額とのいずれか高い額と
なります。

4 会計監査人の状況
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１.  業務の適正を確保するための体制
　当社における業務の適正を確保するための体制につ
いての決定内容は以下のとおりです。

（1）  取締役の職務の執行および執行役員・使用人の業
務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制

　①  取締役会は、社外取締役複数名を含む構成とす
る。

　②  執行役員制を採用し、取締役の職務と業務執行に
関する職務権限とを明確に区分する。

　③  内部監査部門を置き、執行役員の業務執行状況を
監査する。

　④  監査役は、執行役員の業務執行状況および取締役
会による執行役員の業務執行監督状況ならびに内
部監査部門が行う監査状況を監査する。

　⑤  CSR（企業の社会的責任）活動を統括するCSR委
員会を設置し、ステークホルダーから信頼される
企業グループとしての基本方針の立案、中長期の
企業価値向上に向けた重要施策の検討を行う。

　⑥  CSR委員会における方針を実践するため、ESG委
員会および企業倫理委員会を設置する。ESG委員
会は、社会の持続可能性への貢献をより事業と密
接に関連づけるための取組みを行う。また、企業
倫理委員会は、グループ全体の企業倫理に対する
取組みの統括管理を行い、必要に応じ顧問弁護士
等との連携を図る。

　⑦  取締役が遵守すべきコンプライアンスの基本、違
反に対する懲罰等を取締役倫理規程に定める。

　⑧  経営理念およびコアプロミスに基づく「日清オイ
リオグループ行動規範」を制定し、グループ全体
への浸透を図る。

　⑨  当社グループの取締役・執行役員・使用人は、反
社会的な勢力に対して屈することなく毅然とした
態度で臨む。

　⑩  企業倫理ホットラインを設置し、子会社も対象と
して通報を受け付け、提供された通報については

企業倫理委員会で審議し、再発防止を図る。
　⑪  事業年度ごとにコンプライアンス・プログラムを

策定し、これに基づき法務部門がグループ全体へ
のコンプライアンス浸透のための施策を行う。

（2） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　①  当社グループのリスクマネジメントは、取締役会

の諮問機関であるリスクマネジメント委員会が主
管する。同委員会ではリスクの棚卸をしてリスク
マップを作成し、重要なリスクに対する担当部門
等を特定する。

　②  当社グループは、重要なリスクに対するPDCAサ
イクル（計画：Plan、実行：Do、評価：Check、
改善：Act）によるリスクマネジメントを実施す
る。

　③  リスクマネジメント委員会は、リスクが顕在化し
た場合の緊急体制を整備し、危機対応を図る。

　④  設備投資、M&Aおよび事業再編などの重要な投
融資案件については、子会社に関する案件も含
め、投融資規程に基づき取締役会の諮問機関であ
る投融資委員会に諮り、審議する。

　⑤  当社グループは、経理規程、与信管理規程、情報
セキュリティ管理規程等の諸規程の今日的な見直
しを恒常的に行い、必要に応じ改定または新たな
規程の整備を行う。

　⑥  内部監査部門は、業務における諸規程の遵守状況
を監査する。

　⑦  係争または係争に発展するリスクの高い事象が発
生した場合、部門長および子会社の代表者は経営
企画部門等の管理部門、主管部門等に対して、速
やかに報告を行う責任を負う。

（3）  取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行
が効率的に行われることを確保するための体制

　①  執行役員制を採用し、取締役が重要案件について
議論を活性化し、迅速かつ機動的な意思決定を可

5  取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制ならびに当該体制の運用状況
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能とする体制とする。
　②  執行役員会は執行役員会運営規程に従い、取締役

会から委譲された権限範囲内の重要案件に係る意
思決定、および業務執行状況の報告ならびに確認
を行う。

　③  社長の意思決定支援機関として経営会議を設置す
る。

　④  取締役会および執行役員会は、取締役の職務執行
および執行役員の業務執行の効率性を高めるため
に、各種諮問機関等を設置する。

　⑤  各事業年度のグループ経営計画において、各部門
および各子会社ごとに目標および予算配分等を定
める。

　⑥  各部門および各子会社を担当する執行役員は、当
社グループの経営計画を構成する各部門および各
子会社の目標を達成する責任を負う。

　⑦  経営企画部門および財務部門は、当社グループの
経営計画および損益計画の進捗管理のための管理
システムを構築し、適時改善を図る。

　⑧  当社グループは、取締役会規程などの社内規程に
基づく意思決定および職務権限のルールにより、
適正かつ効率的に職務の執行を行う。

（4）  取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理
に関する体制

　①  取締役会の構成員が相互に職務執行状況の確認が
できる体制を確保するという視点から、取締役会
規程・同運用基準、文書管理規程等の見直しおよ
び整備を行う。

　②  電磁的方法を積極的に利用し、社外取締役および
社外監査役による情報の収集における利便性の向
上を図る。

（5） 財務報告の適正性を確保するための体制
　①  信頼性のある財務報告を重視し、「財務報告に係

る内部統制規程」に基づき、内部統制の整備、運
用、評価、改善を継続的に行う。

（6）  子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社へ

の報告に関する体制その他当社グループにおける
業務の適正を確保するための体制

　①  当社が子会社に対し行う管理、指導、育成の基本
事項は、関係会社管理規程に定める。同規程に定
めるところに従い、当社は、子会社に対して営業
成績、財務状況その他の重要な情報について、定
期的な報告をさせるものとする。子会社において、
会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、ま
たは法令違反等のコンプライアンス関連事態が発
生した場合には、子会社の取締役、監査役および
使用人は、当該子会社を担当する執行役員に速や
かに報告を行う。

　②  当社は、子会社全体の管理を行う担当部門を置
き、企業集団としての戦略と子会社運営の適正性
を総合的に評価する。

　③  当社の執行役員の中から子会社ごとに担当役員を
任命し、経営の責任体制を明確にする。担当役員
は子会社の適正な業務遂行を指導する。

　④  子会社の非常勤取締役を親会社から選任する。非
常勤取締役は、子会社の独立企業としての発展と
連結経営における企業価値の最大化を共に実現す
べく、業務執行状況を監督する。

　⑤  当社の内部監査部門は定期的に子会社の内部監査
を実施する。

　⑥  国内の子会社については親会社から非常勤監査役
を選任し、当該子会社が監査範囲の限定が可能な
場合においても、業務監査権限を付与する。

　⑦  海外子会社の会計監査を原則として当社会計監査
人が所属する監査法人グループの現地監査人に委
嘱することとし、具体的な取扱いはガイドライン
に定める。

（7）  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこと
を求めた場合における当該使用人に関する事項、
当該使用人の取締役からの独立性に関する事項お
よび当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

　①  監査役の職務の補助は、内部監査部門との緊密な
連携をもって対応することを基本方針とし、内部
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監査部門の充実に必要な措置を適宜講ずる。
　②  前号にかかわらず、なお当該使用人が必要となる

場合にはこれを配置し、人事異動、人事考課等に
ついて取締役および執行役員からの独立性の確保
に配慮する。

　③  監査役の職務の補助を兼任で行う者は、監査役か
ら指揮命令を受けた場合、特段の理由がない限り
はこれを優先させなければならない。

（8） 監査役への報告に関する体制
　①  監査役は、経営上の重要な会議へ出席し、また重

要な意思決定に係る文書を閲覧することができ
る。

　②  会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、ま
たは法令違反等のコンプライアンス関連事態が発
生した場合には、取締役、執行役員および使用人
は監査役に対し報告をすることとする。

　③  子会社において前号の事態が発生した場合、当該
子会社を担当する執行役員は監査役に対し速やか
に報告を行う。

　④  子会社の取締役および使用人においても、当社監
査役から業務執行に関する事項について報告を求
められたときは、速やかに適切な報告を行う。

　⑤  企業倫理ホットラインの担当部門は、通報の内容
につき、監査役に対し報告を行う。

（9）  前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由
として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制

　①  当社グループの監査役へ報告を行った当社グルー
プの取締役、執行役員および使用人に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取扱いを行う
ことを禁止し、その旨を当社グループの取締役、
執行役員および使用人に周知徹底する。

（10） 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払
いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行
について生ずる費用または債務の処理に係る方
針に関する事項

　①  監査役がその職務の執行について、会社法に規定
される費用の前払い等の請求をした場合には、当
該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務
の執行に必要でないと認められた場合を除き、速
やかに当該費用または債務を処理する。

　②  監査役の職務の執行について生ずる費用につい
て、毎年、監査計画に応じた予算を設ける。

（11） その他監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制

　①  経営企画部門等の管理部門が監査役監査に協力す
ること、取締役、執行役員および重要な使用人は
監査役からの質疑等に対し速やかに回答すること
を規定する。

　②  取締役社長は、監査役および会計監査人それぞれ
と定期的に意見交換会を開催する。

２.  業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度の業務の適正を確保するための体制につ
いては、以下の内容をはじめ、上記の決定内容に沿っ
た運用を行っております。

（1）  取締役の職務の執行および執行役員・使用人の業
務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制

　・ CSR委員会において、当社グループの持続的な成
長に向け、中長期的に目指す姿および企業価値向
上に向けた取組みの方向性を審議しております。
また、ESG委員会においては、ESG経営の実践に
向け、CSR委員会の審議を踏まえた検討およびコー
ポレートレポートの内容検討を行っております。

　・ 当社では、企業倫理月間と定めた毎年10月に、当
社グループの国内従業員等を対象に「コンプライ
アンス・チャレンジ」（クイズ形式：選択肢から回
答）を実施することなどにより、行動規範のグ
ループ内への浸透およびコンプライアンス推進を
図っております。

　・ 企業倫理ホットラインについては、社内窓口およ
び社外窓口を設け、匿名での情報提供を可能とし
て運用しております。
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　・ 当社法務部門は、当社グループの法令遵守状況の
確認を行うとともに、法務教育を実施しておりま
す。

　・ 新任社内取締役に取締役の義務・責任等に関する
教育研修を実施しております。

（2） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　・ 新型コロナウイルス感染症の発生に際し、対策本

部を設置し、危機管理体制のなかで事業運営をし
ております。

　・ リスクマネジメント委員会を通じ、当社および主
要子会社の「経営における重要なリスク」につい
て、当事業年度の取組みにおける評価を実施いた
しました。

　・ BCP（事業継続計画）を規定し、主要拠点におい
て発動を想定した訓練を実施しております。

（3）  取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行
が効率的に行われることを確保するための体制

　・ 2017年度から2020年度までの４年間を対象とし
た中期経営計画「OilliO Value Up 2020」を策
定し、基盤となる汎用素材型ビジネスにおける安
定収益の追求および成長戦略としてのグローバル
化と多様な付加価値型ビジネスの追求を中心に推
進しております。

　・ 当社グループの中期経営計画の達成に向け、毎月
開催される執行役員会において、経営計画の進捗
管理を行っております。

（4）  取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理
に関する体制

　・ 取締役会、執行役員会および取締役会の諮問委員
会などの議事録を法令および社内規程等に基づき
保存しており、取締役会の構成員がこれらを閲覧
できる体制をとっております。

　・ 社外取締役および社外監査役に対しても、社内取
締役および執行役員と同様の社内イントラネット
を提供しており、情報共有する体制を運用してお
ります。

（5）  財務報告の適正性を確保するための体制
　・ 取締役会の諮問機関である内部統制委員会の運営

を通して内部統制システムの強化・改善を継続的
に実施しております。また、内部統制システムの
運用評価を内部監査室が実施しております。

（6）  子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社へ
の報告に関する体制その他当社グループにおける
業務の適正を確保するための体制

　・ 関係会社管理規程に定めるところにより、各子会
社から営業成績、財務状況その他の重要な情報に
ついて定期的に報告を受け、四半期ごとに執行役
員会に報告をしております。

　・ 内部監査室は、年度計画に基づき子会社の監査を
実施し、業務の適正が確保されていることを確認
しております。

（7）  監査役への報告に関する体制
　・ 常勤監査役が執行役員会へ出席するとともに、経

営会議にオブザーバー出席することなどにより、
内部統制に関する状況の把握を可能にしておりま
す。

（8）  その他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

　・ 監査役は、取締役社長、会計監査人および内部監
査室それぞれと四半期ごとに意見交換会を実施し
ており、監査の実効性を高めております。
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１. 基本方針の内容
　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す
る者は、当社の経営理念、企業価値を生み出す源泉、
あらゆるステークホルダーとの信頼関係などを十分に
理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様共同の利
益を持続的に確保し、向上させる者でなければならな
いと考えております。
　上場会社である以上、当社株式の大規模買付行為に
対し、売却を行うか否かの判断や会社の経営を委ねる
ことの是非に関する判断は、最終的には個々の株主の
皆様に委ねられるべきものであります。しかしながら、
株式の大規模買付行為の中には、その目的等から見て
企業価値ひいては株主の皆様共同の利益を損なうこと
が明白であるもの、買収に応じることを株主に強要す
るおそれがあるものなど、当社グループの企業価値ひ
いては株主の皆様共同の利益が毀損されるおそれのあ
るものも想定されます。
　よって、このような当社グループの企業価値ひいて
は株主の皆様共同の利益に資さない大規模買付行為を
行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す
る者として不適切であると当社は考えます。

２. 具体的取組みの内容の概要
（1）  企業価値・株主の皆様共同の利益の確保・向上に

向けた取組み
　当社は、当社の企業価値の源泉が、食品からファイ
ンケミカルまでの幅広い事業を通じて得た広範な知識
と豊富な経験、蓄積された高い技術力、株主の皆様を
はじめとするあらゆるステークホルダーからの信頼と
ご支援など、1907年の創立以来100年以上の永きに
亘って培ってきた経営資源に存すると考えておりま
す。
　この経営資源に基づき、当社グループは中長期的な
視野に立ち、企業収益及び企業の社会的価値の向上を
目指し、総合的に企業価値を高め、株主の皆様の期待
にお応えできるよう努めてまいります。
 

　①  2017年度～2020年度　中期経営計画　「OilliO 
Value Up 2020」

   　当社グループは2017年度から2020年度までの
4ヵ年の中期経営計画「OilliO Value Up 2020」
を策定し、企業収益拡大に向けた中長期の戦略、
施策を実行しています。

 
＜経営ビジョン＞
　○ 日清オイリオグループは、110年に亘って培って

きた卓越した油脂に関する技術をもって、お客さ
まのニーズや課題を解決することで新たな価値を
生み出し、市場を創造する。

　○ 日清オイリオグループは、豊かな食卓の提案、
人々の健康への貢献を通じて、企業価値の最大化
を目指す。

 
　経営ビジョンにおける３つのキーワード
　　　・Globalization

事業の源泉である植物資源を探求し、卓越し
た技術でその価値を最大限引き出した商品
を、世界中のお客さまにお届けし続けること
で、グローバルブランドを目指す。
現在保有している国内、海外拠点を新たな視
点で再構築する。更に積極的に経営資源を投
入し、グローバルな推進体制を確立する。

　　　・Technology
油脂事業での経験に基づく技術を、研究、開
発と生産が融合することで、更に深化させ、
お客さまのニーズに合う商品を提案してい
く。
油脂の基礎研究に加え、その応用研究を強化
する。特に油脂をおいしく、食べやすく加工
した食品の開発に資源投下し、技術的な競争
優位性を発揮する。

　　　・Marketing
消費者の生活習慣の変化に基づく心理、行動
様式、動機についての理解を深めることで、

6 会社の支配に関する基本方針
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お客さまにとって、あったらいいなと思う商
品・サービスをお届けする。
お客さまの視点に立ち、用途開発・商品開
発・生産・物流・プロモーション・販売を一
体的に展開する。

＜基本方針＞
　事業構造改革を継承しつつ、より成長路線に軸足を
移す。そのために、新たなヘルスサイエンス事業を含
む５つの成長戦略と２つの基盤強化策を実行する。

◇成長戦略
　・ 「健康とエネルギーを生むチカラ」で社会に貢献す

るヘルスサイエンス事業をグローバルに拡大
　・ グローバル化の加速に向けた投資拡大と拠点間の

連携強化
　・ 業務用、加工用領域でのグループの総力を結集し

た戦略の展開
　・ ホームユース領域におけるオイリオブランドの一

層の強化と新たな市場の創造
　・ マーケティング強化による新たな付加価値の追求
◇基盤強化策
　・ 製油構造変革・生産基盤強化
　・ ESG（環境・社会・ガバナンス）を重視した経営

の実践
◇財務戦略
　・ ROEを重視した資本効率性と格付向上を考慮した

財務健全性の最適バランスを勘案した企業価値向
上の追求

　・ 利益成長の成果を株主に適切に還元するための配
当性向目標（30％程度）の設定、また、総還元性
向と資本効率性向上を意識し、必要に応じた機動
的な自社株取得の実施

 
※ 2020年度の経営目標については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響等を踏まえ、修正しております。

　②  コーポレートガバナンスの強化
　　  　当社は、社会の皆様から一層の期待と信頼をい

ただくために、健全で透明性の高い経営を目指
し、コーポレートガバナンスの強化を経営上の最
も重要な課題の一つとして位置付けております。

　　  　取締役会は、取締役８名（うち独立社外取締役
２名）で構成し、法令で定められた事項及び経営
上の重要事項を審議し、決定しております。また、
取締役会は、当社の経営に関して豊富な経験を持
つ取締役と経営に関する深い知識を持ち独立性の
高い社外取締役により構成され、経営及び業務執
行についての監督責任を負っております。

　　  　当社は、環境変化に即応した迅速な意思決定を
実践するため、執行役員制度を導入しており、執
行役員は取締役会から業務執行権限を委譲され、
経営計画や取締役会の方針に則り、取締役の監督
のもとで業務執行に携わっております。

　　  　監査役会は、監査役４名（うち独立社外監査役
２名）で構成しており、監査役は、監査役会で策
定された監査方針、監査計画及び業務分担に基づ
き、取締役会やその他重要な会議への出席、業務
及び財産の状況調査等を通して、取締役の職務執
行、執行役員の業務執行を監査しております。

　　  　こうした経営体制のもとで、内部統制システム
の整備、企業倫理委員会やリスクマネジメント委
員会の設置及び企業倫理ホットラインの設置等の
具体的な施策を推進しております。

 
（2） 不適切な者によって支配されることを防止する取

組み
　当社は、当社株式の大規模買付行為の是非を株主の
皆様に適切に判断していただくために必要かつ十分な
情報及び当社取締役会の意見等の情報、並びに検討の
ための時間を確保するよう努める等、金融商品取引
法、会社法及びその他関係法令の許容する範囲内にお
いて、適切な措置を講じてまいります。
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３.  具体的取組みに対する取締役会の判断及びその判
断に係わる理由

　前記の具体的取組みの内容は、当社の企業価値ひい
ては株主の皆様共同の利益を継続的かつ持続的に向上
させるものであり、また当社役員の地位の維持を目的
とするものではないことから、いずれも前記の基本方
針に沿うものと判断しております。

（注） 本事業報告中に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（2020年３月31日現在） （単位：百万円）

科　目 金　額

（資産の部） 277,425
流動資産 149,320

現金及び預金 23,317
受取手形及び売掛金 62,893
有価証券 2,000
たな卸資産 52,575
短期貸付金 1
その他 8,550
貸倒引当金 △ 18

固定資産 128,013
有形固定資産 93,070

建物及び構築物(純額) 30,335
機械装置及び運搬具(純額) 27,015
土地 27,613
リース資産(純額) 966
使用権資産(純額) 1,200
建設仮勘定 5,938

無形固定資産 1,869
のれん 267
その他 1,602

投資その他の資産 33,074
投資有価証券 25,502
長期貸付金 79
退職給付に係る資産 3,470
繰延税金資産 699
その他 3,349
貸倒引当金 △ 27

繰延資産 90
社債発行費 90

資産合計 277,425

科　目 金　額

（負債の部） 128,100
流動負債 66,301

支払手形及び買掛金 34,240
短期借入金 3,048
リース債務 307
未払金 15,586
未払費用 5,489
未払法人税等 2,576
役員賞与引当金 55
その他 4,997

固定負債 61,799
社債 20,000
長期借入金 30,937
リース債務 2,012
繰延税金負債 5,775
役員退職慰労引当金 377
株式給付引当金 79
退職給付に係る負債 1,903
その他 712

（純資産の部） 149,324
株主資本 134,747

資本金 16,332
資本剰余金 22,732
利益剰余金 99,768
自己株式 △ 4,085

その他の包括利益累計額 4,596
その他有価証券評価差額金 6,577
繰延ヘッジ損益 118
為替換算調整勘定 △ 951
退職給付に係る調整累計額 △ 1,148

非支配株主持分 9,981
負債純資産合計 277,425
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連結損益計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：百万円）

科　目 金　額

売上高 333,416
売上原価 271,899
売上総利益 61,516
販売費及び一般管理費 48,383
営業利益 13,133
営業外収益

受取利息 109
受取配当金 412
為替差益 44
その他 365 930

営業外費用
支払利息 332
たな卸資産処分損 112
持分法による投資損失 576
その他 406 1,428

経常利益 12,634
特別利益

関係会社株式売却益 50
受取保険金 260
受取補償金 202
補助金収入 79 593

特別損失
固定資産除却損 496
投資有価証券評価損 6 503

税金等調整前当期純利益 12,724
法人税、住民税及び事業税 4,620
法人税等調整額 △ 395 4,224

当期純利益 8,499
非支配株主に帰属する当期純利益 206

親会社株主に帰属する当期純利益 8,293
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貸借対照表（2020年3月31日現在） （単位：百万円）

科　目 金　額

（資産の部） 219,547
流動資産 106,384

現金及び預金 13,805
受取手形 95
売掛金 48,109
有価証券 2,000
製品 14,874
原材料 18,829
貯蔵品 279
短期貸付金 3,372
その他 5,023
貸倒引当金 △ 5

固定資産 113,072
有形固定資産 57,092

建物 14,107
構築物 3,135
機械及び装置 15,272
車両運搬具 7
工具、器具及び備品 771
土地 17,768
リース資産 807
建設仮勘定 5,222

無形固定資産 979
ソフトウエア 902
その他 77

投資その他の資産 55,000
投資有価証券 16,158
関係会社株式 27,375
関係会社出資金 2,925
長期貸付金 2,540
その他 6,001

繰延資産 90
社債発行費 90

資産合計 219,547

科　目 金　額

（負債の部） 108,332
流動負債 53,988

買掛金 24,602
短期借入金 9,178
リース債務 169
未払金 14,092
未払費用 3,405
未払法人税等 1,730
役員賞与引当金 46
預り金 253
その他 511

固定負債 54,343
社債 20,000
長期借入金 30,000
リース債務 705
繰延税金負債 3,103
株式給付引当金 79
その他 454

（純資産の部） 111,215
株主資本 105,821

資本金 16,332
資本剰余金 25,921

資本準備金 24,742
その他資本剰余金 1,179

利益剰余金 67,614
利益準備金 3,611
その他利益剰余金 64,003

圧縮積立金 606
別途積立金 45,100
繰越利益剰余金 18,296

自己株式 △ 4,047
評価・換算差額等 5,393

その他有価証券評価差額金 5,275
繰延ヘッジ損益 118

負債純資産合計 219,547
39
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損益計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：百万円）

科　目 金　額

売上高 212,213
売上原価 164,751
売上総利益 47,462
販売費及び一般管理費 38,616
営業利益 8,846
営業外収益

受取利息 30
受取配当金 1,425
その他 215 1,670

営業外費用
支払利息 44
社債利息 108
為替差損 2
たな卸資産処分損 107
その他 194 457

経常利益 10,058
特別利益

受取保険金 260
受取補償金 202
補助金収入 79 542

特別損失
固定資産除却損 481
投資有価証券評価損 6 488

税引前当期純利益 10,113
法人税、住民税及び事業税 2,592
法人税等調整額 173 2,765

当期純利益 7,347
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2020年５月11日

日清オイリオグループ株式会社
　　取　　締　　役　　会　　御中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
　　東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 滝　沢　勝　己 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川　口　泰　広 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日清オイリオグループ株式会社の2019年４月１日から2020年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類
の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日清オイリオ
グループ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。　
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

監査報告書
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・ 　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・ 　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2020年５月11日

日清オイリオグループ株式会社
　　取　　締　　役　　会　　御中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
　　東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 滝　沢　勝　己 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川　口　泰　広 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日清オイリオグループ株式会社の2019年４月１日から2020年
３月31日までの第148期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及
びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。　
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
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実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。
・ 　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・ 　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告書謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第148期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議
に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。子会社については、子会社の
取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。また、事業
報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め意見を
表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部
統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。事業報告に記載されている会社法施
行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏ま
え、その内容について検討を加えました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は
認められません。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について
は、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組み
は、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の
地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　　　2020年５月14日
日清オイリオグループ株式会社　監査役会

常勤監査役 藤　井　　　隆 ㊞
常勤監査役 大　場　克　仁 ㊞
社外監査役 町　田　恵　美 ㊞
社外監査役 草　道　倫　武 ㊞

以　上
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⃝東20系統バス（東京駅丸の内北口行）は豊住橋（東京イースト21前）停留所は経由いたしませんのでご注意ください。

錦糸町

住吉

東陽町

JR総武線

都営新宿線

東京メトロ半蔵門線

清洲橋通り

葛西橋通り

イースト21タワー

イースト21・モール

京葉道路

至 本八幡

至 西船橋

至 千葉

至 新宿

至 渋谷

至 大手町

至 東京・秋葉原 至 押上

深川高校 江東区役所

豊住橋バス停

1番出口

四
ツ
目
通
り

大
門
通
り

新大橋通り

永代通り

株主総会会場
ホテル イースト21東京 東陽町駅前バス停（⑤番乗り場）

東京メトロ東西線

〒104-8285 東京都中央区新川一丁目23番1号
電話　03-3206-5005
https://www.nisshin-oillio.com

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内

地 下 鉄 ○ 都営新宿線
○ 東京メトロ半蔵門線

「住吉駅」A3出口下車、③番乗り場より都営バスで約10分
東22系統／東陽町駅前・東京駅丸の内北口行：豊住橋（東京イースト21前）下車

J R 総武線 「錦糸町駅」南口下車、③番乗り場より都営バスで約15分
東22系統／東陽町駅前・東京駅丸の内北口行：豊住橋（東京イースト21前）下車

地 下 鉄 ○ 東京メトロ東西線
「東陽町駅」1番出口（大手町寄り）より徒歩約7分

 〈ご参考〉⑤番乗り場より都営バスで約3分
東22系統・錦22系統／錦糸町駅前行：豊住橋（東京イースト21前）下車

会　場

日　時

ホテル イースト21東京 1階 「イースト21ホール」  
2020年6月23日（火曜日）午前10時（受付開始時刻：午前9時）

最寄り駅のご案内

〈ご参考〉

東京都江東区東陽六丁目３番３号
電話03-5683-5683
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